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2025 年度政府予算編成に関する要請書 
 

 日頃より、厚生労働行政の推進にご尽力されている貴職に敬意を表します。 

 いま日本は人口減少や超高齢化に対応するための社会的な変革を迫られてい

ます。その困難に直面する一方、経済状況や労働価値に見合った十分な賃金がす

べての労働者に確保されておらず、日本の活力に大きな影を落としています。も

はや、次世代を担う若者たちにとっては、明るい未来を展望することさえ難しい

状況です。 

 こうした中、地域社会において日々、安心して暮らしていくためには、持続可

能な社会保障制度を確立することが何より重要です。2024 年度政府予算におけ

る社会保障関係費は 37 兆 7,193 億円となり、過去最大の規模となりましたが、

2025 年度政府予算においても、引き続き、地域における医療や保健体制の充実、

社会福祉施策の強化、これらに携わる地域公共サービス労働者の待遇改善など、

かつてない高まりを見せる社会保障に対する市民の期待やニーズに応える必要

があります。 

 つきましては、2025 年度の政府予算編成にむけて、以下の通り要請します。 

 

記 

 

【介護職場関連】 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業における栄養改善指導をはじめとした食

にかかわる予算を充実させること。また、地域包括支援センターに専門調理

師等を配置するなど、施策の充実をはかること。 

 

（２）介護現場の離職防止と人材確保の観点から、新たに一本化された処遇改善

加算の確実な取得などにむけて必要な周知・助言を行うこと。また、請求手



続きの簡素化など、事業所がスムーズに新加算を取得できるよう配慮すると

ともに、さらなる処遇改善にむけた対応を強化すること。 

 

（３）今後の感染症等の蔓延に備えるとともに、予測される高齢者人口の増加な

どを踏まえ、次世代の介護の担い手を養成するための予算の確保・充実など、

必要な施策を早急に講じること。また、海外から介護を担う労働者を受け入

れるにあたっては、適切な処遇を含めた安全・安心な労働環境を整えること。 

 

【病院職場関連】 

（４）看護補助者の人員確保と定着にむけ、正規雇用化や処遇改善、労働環境改

善を行うよう助言すること。 

 

（５）2024 年診療報酬改定で措置された、医療機関で働く職員の賃上げについ

て、公立病院においても実施されるよう助言すること。 

 

（６）感染症指定病院をはじめ、すべての医療従事者の労働安全衛生を確保する

よう助言すること。 

 

（７）新たな感染症危機に対応できるよう必要物品の確保を行うとともに、患

者・医療従事者双方の安全・安心が守られる体制の整備や現場実態に即した

予算確保を行うこと。 

 

【保健所関連】 

（８）感染症の感染拡大時の検体搬送体制強化にむけ、体制維持にむけた人員確

保と専用車両購入や車両整備に対する予算を確保すること。 

 

【学校用務職場関連】 

（９）学校教育法施行規則第 65 条の「学校用務員が学校の環境整備その他の用

務に従事する」に基づき、学校用務員が環境整備を行うにあたり労働安全衛

生法上の研修受講が必要な機材を使用することが多いことから、関係省庁に

対し学校用務員の安全衛生管理要綱を策定するよう促すこと。 

 

（10）近年の記録的高温が続く中においても、学校用務員は屋外において業務を

行う必要がある。屋内外の業務を問わず熱中症対策は健康と命に係わること

を踏まえ、関係省庁と連携し取り組み事例の共有などを周知するとともに、

熱中症対策をはじめ現場実態に応じた予算措置を行うこと。 

 

以上 


